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現状の郵便貯金       改革後の郵便貯金 

 
 

通常貯金 
定額貯金等 

全ての定額貯金等の払戻し

が完了した時点（最長 10年）
で整理勘定は清算 

日銀預金等 
財投預託金 
有価証券 
貸付金 
寄託金 

政府・民間 金融庁 

民間金融機関 

株式保有 

定額貯金等 日銀預金等 
財投預託金 
有価証券 
貸付金 
寄託金 

整理勘定 

・定額貯金等払戻事務の委託 
・事務取扱手数料支払 

・販売委託 
・手数料支払 

規制・監督 

・預金保険制度への加入 
・納税義務 
・民間金融機関と同一の規

制・監督 
・預入限度額の設定 
・貸出業務への参入制限 

日銀預金等 
有価証券 
貸付金(*) 
寄託金 

通常貯金 

ポストバンク(適切に地域分割) 

運用益は、雇用や郵便局ネット

ワークへの影響を考慮し、補助

金としてポストバンクに一定

額を交付 

日本郵政公社（郵便貯金事業）

払戻しに応じ市場

への影響に十分配

意して国債を売却 

資金繰りを円滑に行うた

め、国債を担保とした財

投からの借入枠を設定 

満期まで国の支払

保証を付ける 

定額貯金等とそれに見

合う資産を移管 

通常貯金とそれに見合

う資産を移管 
政府保証は解除  

 

郵便局  

 

 

郵便ネットワーク会社 

間借り 

 

主な業務 
・決済性預金を提供 
（民間の決済ｼｽﾃﾑに加入） 
・国債等による運用 
・国債や民間金融商品の販売 

 

(*)国債等担保

貸付 

定額貯金等を

整 理 勘 定 に

分離 


